
東京都 環境局

資源循環計画担当部長 木村 真弘

プラスチックの持続可能な利用に向けて

2026年９月～ これまでの取組・成果 と 今後の課題 ～



2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8)

国の動向

都の計画

家庭系

事業系

⚫ プラスチック
削減プログラム

◼ プラスチック
資源循環法施行

◼ 資源自律
経済戦略

◼ 第6次
循環計画

◼ 再資源化
等高度化
法施行

◼ 資源有効利用
促進法改正

◼ CE行動計画

◼ プラスチック
資源循環戦略

⚫ 資源循環・廃棄
物処理計画改定

⚫ 資源循環・廃棄
物処理計画改定

⚫ 革新的技術・ビジネス推進プロジェクト
（調査研究・実証事業）

⚫ CEへの移行推進
（事業着手・拡大）

⚫ サーキュラー・エコノミーの実現に向けた社会実装化事業
（調査、モデル事業、情報発信）

【東京都】プラスチック施策の経緯

⚫ プラ製容器包装・再資源化支援事業（区市町村支援）

⚫ ゼロエミッション
東京戦略

⚫ ゼロエミッション
東京戦略 Beyond 
カーボンハーフ

⚫ 環境基本計画
改定

⚫ プラスチック対
策強化の方向性

⚫ 今後の資源循環施策に関する区市町村と都との共同検討会（容リ拡大）

・（製品プラ追加）



【東京都】基本的な考え方／施策目標

持続可能なプラスチック利用に向けた基本的な考え方

◼ ２Ｒビジネス主流化や水平リサイクルの実装により、CO2
実質ゼロのプラスチック利用「カーボン・クローズド・サ
イクル」を実現する施策展開

2030年目標と主な施策

（国全体の目標）
・使い捨てプラ累積25%削減
・プラ容器包装の6割を

リユース、リサイクル
（東京都の目標）
・家庭と大規模オフィス
ビルから排出される
廃プラ焼却量を40%削減

■ 使い捨てを徹底的に見直し、リユースを基調とした社会へ

 ・使い捨てプラスチックに依存しない新たなビジネスモ
     デルの促進 等

■ 循環的利用の高度化

   ・区市町村によるプラスチック製容器包装の分別収集拡大
の促進

・３Ｒアドバイザーが業務系ビルの３Ｒを促進

 ・ボトル to ボトルの推進 等
■ TOKYO海ごみゼロアクション、焼却・熱回収からの転換 等

＜プラスチック削減プログラム＞

2017

2017



都内のプラスチック排出と処理状況 －2023（R5)年度－

家
庭
系

事
業
系

多摩

区部

プラスチック

可燃ごみ

うちプラス
チック
約20.8％

大規模オフィス
ビル

その他事業所

建設現場

排出段階 処理段階

不燃ごみ等
（プラ含む）

不燃ごみ等
（プラ含む。）

混合廃棄物等
（プラ含む。）

一
般
廃
棄
物

プラスチック
再資源化量
（千トン）

区部 34

多摩 41

合計 75

プラスチック
焼却量

（千トン）

区部 516

多摩 104

合計 620

産
業
廃
棄
物

プラスチック量
（千トン）

処理方法：
サーマルリサイ
クル、焼却・埋
立量等

大規模オフィスビル 62

その他事業所 187

建設廃棄物 121

合計 370

プラスチック

可燃ごみ
うち約13.8％

弁当がら

廃プラ焼却量

約70万トン
（家庭・
大規模オフィスビル）

34千㌧(再資源化)

516千㌧

41千㌧(再資源化)

104千㌧

7千㌧（上記可
燃ごみの内数）

62千㌧

187千㌧

121千㌧

出典
東京都廃棄物審議会資料（2026.6時点修正）

廃プラ排出量
約100万トン

単位：千トン



◼ 家庭ごみ容器包装プラ・製品プラの分別収集

◼ 製造・販売事業者による自主回収拡大

◼ ２Ｒビジネスの普及拡大

◼ 自治体が主導するリユースの取組の拡大

◼ 粗大・不燃ごみ等の水平リサイクル

◼ オフィス等の２Ｒビジネスの導入拡大

◼ オフィス等のプラ水平リサイクルの促進

◼ ３Ｒアドバイザー事業の強化

◼ 都の率先行動

◼ 産廃プラの水平リサイクルルートの見える化

◼ 建設廃棄物プラスチックの３Ｒ対策

◼ 持続可能なバイオマス資源利用の促進

◼ 法令スキームを活用した高度処理

◼ 海洋等への流出防止

事
業
系

家
庭
系

そ
の
他

プラスチック対策強化の方向性（柱建て）
プラスチック対策強化の方向性①

【東京都】プラスチック施策体系
＜資源循環・廃棄物処理計画＞



区市町村による容リ・製品プラの分別収集
■東京都廃棄物審議会答申を契機に、容リプラのリサイクルを都内で全域展開する方策を区市町村と都が
共同で検討。分別収集に係る区市町村補助を実施

■プラスチック資源循環法の施行に伴い対象を製品プラにも拡大し、強力に後押し

プラ製容器包装等・再資源化支援事業 | 東京都環境公社
【スタートアップ】
新たに実施する全てのプラスチック製容器包装の分別収集及びプラスチック使用製品
のうち製品プラスチックを除くものの分別収集は、7.3 ㎏／人・年の達成を、
製品プラスチックの分別収集は、2.5kg／人・年の達成を、それぞれ目標とすること。
①1/2、500万円
②容リ800円／人口・年、製品500円／人口・年、両方1300円／人口・年 補助率1年
目1/2、2年目1/3、3年目1/4
【レベルアップ】
全てのプラスチック製容器包装の分別実績の向上及びプラスチック使用製品のうち製
品プラスチックを除くものの分別実績の向上に向けた取組は、2030 年までに
14.5 ㎏／人・年の達成を、製品プラスチックの分別実績の向上に向けた取組は、2030
年までに4.0㎏／人・年の達成を、それぞれ目標とする。

家庭系プラスチック

容リプラ

容リプラ＋製品プラ

23区のうち12区のみであったプラスチック回収は、22区に増加

2019年度 2026年度

■資源循環促進法の施行や東京都廃棄物審議会答申を契機に、容リプラのリサイクルを都内で全域展開
する方策を区市町村と都が共同で検討するとともに、分別収集に係る区市町村補助によりプラスチッ
クの分別開始を強力に後押し

Ｒ元 共同検討会 取組状況
分別収集の導入に向けた課題を以下のとおり整理した。

① 予算の確保
家庭等からの分別収集から中間処理に至るまでの予算の確保

② 中間処理施設の確保
収集したプラ製容器包装を選別圧縮する中間処理施設の確保

③ 住民への説明
住民・自治会等に対し、分別方法の周知の徹底

④ その他
分別収集のノウハウの共有サーマルリサイクルと比較し、CO2 削減効果が不明確 等

補助事業

https://www.tokyokankyo.jp/apply/plastic-package/
https://www.tokyokankyo.jp/apply/plastic-package/
https://www.tokyokankyo.jp/apply/plastic-package/


プラ製衣装ケース（粗大ごみ）のリサイクル
家庭系プラスチック

2023年度（提案前） 2026年度（提案後）

先駆的に5区市のみが実施 20区市が実施へ

◼ 東京全体で年間約60万個を排出する衣装ケース（粗大
ごみ）のリサイクルのため、全日本プラスチックリサ
イクル工業会と実証事業を実施（2023年度）

◼ 区市町村に対して、有価買取を提案

多く出される粗大ごみ（令和５年度・区部）

出典：ごみれぽ２０２５

東京二十三区清掃一部事務組合



２Rビジネス主流化・水平リサイクル社会実装に取り組む事業者を支援

■革新的な技術・ビジネスモデルを創出 ■２Rビジネスの主流化、水平リサイクルの実装を支援

2021～2023 革新的技術ビジネス推進PJ

■地域でのモデル事業・実証事業、調査、情報発信（プラスチック、食品ロス、衣類等を幅広くカバー）

2024～2026 CEへの移行推進

【事業例】

■マイボトル利用促進
サトー

■リユースサービス基盤整備
三井化学
Circloop

■リユースサービス導入
＜オフィス＞
ブレインパッド

＜スイーツショップ＞
みんな商店

事業系プラスチック

排出事業者指導・助言

2022～ 社会実装化事業

事業系一般廃棄物の減量／廃棄物管理責任者選任／再利用計画書
の提出

事業用大規模建築物に対する排出指導区市町村

アドバイス（訪問）／オンライン相談窓口／３R診断ナビ

３Rアドバイザー東京都環境公社

事業者による取組を後押し



家庭系の課題（区市町村の取組を促進するために）

家庭系プラスチック

財政負担

• 早期に取り組みを開始した自治体ほど費用負担が大きくなる。分別収集経費に関する補助が必要

• プラ回収を今後も続けるためには、ランニングコストに係る国や都の手厚い支援策が必要不可欠

• 製品プラ導入を行う場合、年間数千万円の負担が生じる。製品プラは全額区市町村の負担であり、財政当局
の理解が得られない。

• 特別交付税の措置もあるが、上限がありあまり期待できない。

指定保管施設
• 施設の更新を予定していたが、物価高騰の影響もあり、入札が二度不調となった。このため、現行施設の延

命化の方向に舵を切る方向で検討を行っており、製品プラの導入は先延ばしとなる。

【区市町村の主な意見】

製品プラの費用負担

✓ 製品プラスチックの再商品化費用は、区市町村にとって大きな負担。取組を継続・拡大する
ためには、負担の在り方の見直しを検討することが必要

1

施設整備支援2

✓ 以前から容リプラのリサイクルに取組んでいる自治体ほど、既存施設での製品プラスチック
の中間処理に困難なケースがあることから、技術的・財政的支援が必要

分別基準 3

✓ 分別収集実施団体においても、リサイクル可能なプラ（きれい又は多少汚れた程度）でも相
当程度が可燃ごみとして排出。プラを最大限リサイクルさせることを前提にできないか



排出事業者を取り巻く課題
事業系プラスチック

求められる役割や取組の必要性が不明確

✓ 産業廃棄物処理業者（再資源化等高度化法：報告・公表義務）及び製造事業者（資源有効
利用促進法：再生材利用の計画・報告義務）のような仕組みがなく、リサイクル・資源循
環を進めるための法的位置づけが弱い

1

取組のインセンティブの欠如

✓ 法的義務等がない中で、コスト増を負担して率先的にリサイクル等に取り組んだとしても、
社会的評価などのメリットがない

2

リサイクルの選択肢の制約

✓ 廃プラスチックの処理を熱回収からリサイクルに切り替えたいと希望する場合においても、
リサイクルに対応できる産業廃棄物処理業者が限定される。

3



家庭系プラ 可燃ごみに含まれている大量のプラスチックをリサイクル
するための方策の検討

事業系プラ
（大規模オフィスビル等）

２Ｒ・水平リサイクル取組に関する実効性のある仕組みの
構築に向けた検討

今後、以下について検討すべきではないか

２Ｒの推進 ３Ｒの中でも優先順位が高い２Ｒ、特に使い捨てプラス
チックの削減に資するリユースの主流化に向けた検討

※リユースカップ・リユース容器包装、マイボトル、量り売りなど



家庭系プラ

• 製品プラの資源化費用負担のあり方見直し、国による財政支援の拡充
• 高度な洗浄設備の導入促進、高度選別が可能なソーティングセンターの検討（事業系共通）

事業系プラ（大規模オフィスビル等）

• 排出量や処理状況に関する情報の公表（産業廃棄物処理業者／製造事業者とのマッチングに活用）
• 家庭系プラと一体的に処理することによる高度化・効率化
• 産業廃棄物処理業者が資源循環に資する処理を行うために必要な施設整備等に関する支援（焼却・

熱回収からの転換促進）

考えられる具体的な対策（例）

２Ｒの推進

• 使い捨て容器やカトラリー等の有償提供のルール化（容リ法及びプラ法）
• 事業者が排出抑制を促進するために取り組んだ措置の実施状況に関する報告の公表（容リ法）
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